様式①

令和５年度　高知市地域密着型サービス事業者　応募申出書

（（介護予防）認知症対応型共同生活介護事業所）※共用型認知デイ含む
　　年　　月　　日
	記載にあたっての留意事項（必ずお読みください）
・当該応募申出書に記載した内容は・事業開始後６年間遵守すること。
・各チェック欄は，該当する事項の□欄に，印（レ又は■）をすること。
・ブロックは，高知市が定める地域を確認の上，該当するものを選択すること。
・併設施設・事業所については，今回募集する事業（地域密着型サービス以外の事業を含む。）を２以上応募し，それらを併設する場合も記載すること。
・津波浸水深は，津波浸水予測図（県公表）で確認の上，該当するものを選択すること。
・応募申出書に記載された内容は，プレゼンテーション審査及び書類審査に用いるため，正確に記載すること
・必要に応じて行や表の枠を増やし具体的に記載すること。挙証資料の添付も可としますが，その際は応募申出書内にも必ず内容を記入した上で「挙証書類の名称」を明記すること。

	法 人 名
	
	代表者の職名
及び氏名
	

	主たる事業所の所在地
	

	電　話
	
	ＦＡＸ
	

	整備形態
	□　新築　　□　改修（ 以前の施設用途：　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	事業所名

（仮称可）
	

	事業所所在地
	
	ブロック
	□　西部
□　北部

	交通の便(最寄りの公共交通機関)
	

	入居定員
	人
	ユニット数
	ユニット

	併設施設・事業所

（みなし指定を含む
介護保険事業）
	種

別
	(新規・既存)
	名　称
	

	
	
	(新規・既存)
	
	

	
	
	(新規・既存)
	
	

	併設施設・事業所

（介護保険事業以外）
	種

別
	(新規・既存)
	名  称
	

	
	
	(新規・既存)
	
	

	
	
	(新規・既存)
	
	

	老人福祉法に基づく老人福祉計画又は介護保険法に基づく介護保険事業計画に基づき整備許可を受けた事業を辞退した又は取消を受けたことがある
（　□　有　　□　無　）　※高知市内だけでなく市外も記載すること。

※有の場合　
当該事業を辞退した又は取消を受けた年月日     年　　月　　日　事業種別（　　　　　　　　　）

	津波浸水深
（整備用地内の最大値で判断）
	□３ｍ以上５ｍ未満　　□２ｍ以上３ｍ未満　　□１ｍ以上２ｍ未満

□30㎝以上１ｍ未満　  □30㎝未満　　　　　 □浸水しない


１．人員
	①　職員処遇（安定的雇用を図るための具体的方策）

・法人の規定する新規採用介護職員の給料（基本給）月額：　　　　　円
　　※介護福祉士，専門学校新卒者と仮定し，介護職員処遇改善加算・介護職員等特定処遇改善加算に
よる上乗せを除く。
　・その他職員処遇向上のための具体的な取組内容
（　―具体的な取組をここに記載（入力）―　）
（例：非正規職員から正規職員への登用制度，託児所の設置等）

　・職員へのケア等の取組内容　※職員への福利厚生に係る取組で法定福利事業を除く。
（　―具体的な取組をここに記載（入力）―　）
・介護福祉士の有資格者への手当の有無　　　□　有　　□　無　
⇒有の場合（手当の名称：　　　　　　　　　金額：　　　　　円）
　・介護職員処遇改善加算，介護職員等特定処遇改善加算の算定の有無
介護職員処遇改善加算　　　□　有　　□　無　　
介護職員等特定処遇改善加算　　　□　有　　□　無　


	②　職員の資質向上に向けた研修等の取組
◇職員の資格取得支援についての取組
・介護職員の介護福祉士資格取得費用の支給の有無
　□　全額支給　　□　一部支給　　□　支給無し　
◇内部研修の定期的な実施等について
　・ケアに係る知識・技術向上等に関する１時間以上の全職員対象の内部研修開催頻度
　　年　　　　　回以上　※別添の研修実施予定一覧と回数等の整合性を確認すること。
　　※感染症，高齢者虐待及び身体拘束に対する研修を除く。
・内部研修への参加を職務扱いで実施　　　□　有　　□　無　
◇外部研修（感染症・高齢者虐待・身体拘束・介護看護知識技術・災害等の研修）への参加等について
・外部研修への参加　　　□　有　　□　無　
・外部研修に参加していない事業所職員への研修内容の周知の有無　　　□　有　　□　無　
⇒有の場合（周知方法：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
・外部研修への参加を職務扱いで実施　　　□　有　　□　無　


２．非常災害対策
	①　非常災害に対する取組
◇建物の非常災害に対する設備・構造
　・事業所に想定される災害に対する構造
　　Ⅰ）事業所に想定される災害（　　　　　　　　　）
＜例：地震（震度〇予想）による建物の倒壊及び火災，津波による浸水（〇ｍ）…等＞
　　Ⅱ）事業所設立予定地の地域の特性（　　　　　　　　　）
　　　＜例：液状化現象が起こる可能性がある，木造住宅が密集しているため火災が発生しやすい…等＞
　　Ⅲ）Ⅰ・Ⅱを踏まえた上での非常災害に対する構造（　　　　　　　　　）
　　　※想定される災害に対し，被害を軽減するために講じる措置や工夫等について記載すること。
＜例：予想される震度に耐えうる建物とするために，〇〇工法を採用し建築する…等＞
　・非常災害に対する設備・備品
　　例）簡易シェルター，発電機，燃料，投光機，蓄電池，ヘルメット，ラジオ，懐中電灯，バール等

設備・備蓄

数量

保管場所

用途

　　　※設備・備品の保管場所については別添の平面図にも明記すること。
　　　※「用途」については，具体的に記載すること。
　　　　＜例：蓄電池「外部との連絡用携帯電話の充電のため」＞

　　　　＜例：発電機「利用者へ温かい食事を提供する際に使用する家電の電源用」＞…等
◇利用者が主に使用する居間及び食堂の床面の高さを津波浸水深の最大値以上に設置している
　津波浸水地域にある場合　（　□　設置する　　□　設置しない　）

◇利用者が主に使用する宿泊室の床面の高さを津波浸水深の最大値以上に設置している

　津波浸水地域にある場合　（　□　設置する　　□　設置しない　）
◇非常災害に対する食糧等の備蓄
　・食糧（主食，副菜，その他）及び水の備蓄　（　□　備蓄する　　□　備蓄しない　）
　　※飲料水は１人１日分３リットルとし，利用者分に関しては利用定員に対して，職員分に対しては勤務表上の職員数に対して何日分備蓄するかを記載すること。
備蓄するもの

備蓄量

利用者分

職員分

主食

日分

日分

日分

日分

副菜
日分

日分

日分

日分

水

日分

日分




３．施設・設備
	①　建物や設備の配慮・工夫

・ケアや自立支援に資する配慮・工夫
※非常災害に関する項目については「２．非常災害対策」に記載すること。
＜例：屋外活動スペースでの菜園，機能訓練を行える構造，見守りに適した構造…等＞


４．居住費（家賃等）の額

	①居住費に関する各種費用
家賃（月額）

保証金（入居時）
　　　　　円
円
　※保証金は，名称が異なる場合でも“保証金と同性質である費用”について設定があれば記載すること。


５．確認事項
	①　協力医療機関（協力病院）と契約の有無　　　□　有　　□　無　
⇒有の場合（医療機関名：　　　　　　　　　　　　　　　）

②　平成30年4月１日以降，介護保険法に定める事業に関する法令違反による，改善命令，改善勧告又
は役員の解雇勧告の有無　　　□　有　　□　無　
③　協力歯科医療機関（協力病院）と契約の有無　　　□　有　　□　無　
⇒有の場合（医療機関名：　　　　　　　　　　　　　　　）

④　人員配置等について，下記の内容の通り確実に実施可能な場合はチェックすること。
管理者は，当該事業所の管理者業務のみに専従する

□　専従する

当該事業所の正規職員（雇用期間の定めがない，常勤の職員）の比率が，概ね50％以上である

· 50％以上

介護職員（非常勤職員含む。以下同じ）総数のうち，常勤換算で60％以上は介護福祉士の有資格者を配置し，かつ，介護職員総数のうち，介護職員の経験年数が３年以上の者を50％以上配置する

□　配置する

計画作成担当の介護支援専門員は，介護支援専門員業務の経験年数が３年以上の者を専従で配置する
□　配置する

夜間及び深夜の時間帯以外の時間帯において，介護に従事する従業者を基準以上（概ね2.5：１）配置する
· 配置する




６．誓約

	◇募集要領に規定する応募要件（応募者の要件，整備用地の要件，施設・建物に関する要件及び低所得者に対する配慮）を全て確認し，遵守した上で応募することを誓約します。
　　　　　　　年　　　　月　　　　日　　　　　（法人名）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（代表者名）
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